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（ 34 12 31 ）平成 年 月 日まで保存

警察庁丙生企発第 1 2 1 号、丙少発第2 4号各都道府県警察の長 殿

（参考送付先） 平 成 2 4 年 ９ 月 2 6 日

庁内各局部課長 警察 庁生活 安全局長

各附属機関の長

各地方機関の長

配偶者暴力事案、ストーカー事案及び児童虐待事案等の被害者に係る住民基本

台帳閲覧制限等に係る支援措置の運用について（通達）

住民基本台帳閲覧制限等（住民基本台帳の一部の写しの閲覧、住民票の写し等の交

付、又は戸籍の附票の写しの交付について、住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）

の要件を満たさないとして、閲覧させない又は交付をしないことをいう。なお、別紙

参照 ）に係る支援措置（以下単に「支援措置」という ）については 「配偶者暴力事。 。 、

案及びストーカー事案の被害者に係る住民基本台帳閲覧制限等について（通達 （平）」

成16年５月31日付け警察庁丙生企発第37号）及び「配偶者暴力事案及びストーカー事

案の被害者に係る住民基本台帳閲覧制限等の運用について（通達 （平成18年10月17日）」

付け警察庁丙生企発第113号（以下「平成18年通達」という ）に基づき、市町村（特。）

別区を含む。以下同じ ）と連携した対応を行っているところであるが、この度、総務。

省において、別添１のとおり住民基本台帳事務処理要領等の一部が改正されたことに

伴い、本件措置については平成24年10月１日から下記により運用することとしたので、

関係事務処理に遺憾のないようにされたい。

なお、本通達は、総務省及び厚生労働省と協議済みであることを申し添える。

記

１ 住民基本台帳事務処理要領の改正

（１）支援措置に係る申出者の拡大

これまで市町村に対し支援措置の実施を求める旨の申出ができるとされていた

のは、

ア 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（平成13年法律第31

号。以下「配偶者暴力防止法」という ）第１条第２項に規定する被害者であ。

り、かつ、暴力によりその生命又は身体に危害を受けるおそれがあるもの

イ ストーカー行為等の規制等に関する法律（平成12年法律第81号。以下「ス

トーカー規制法」という ）第７条に規定するストーカー行為等の被害者であ。

り、かつ、更に反復してつきまとい等をされるおそれがあるもの

のみであったが、これらに加えて、

ウ 児童虐待の防止等に関する法律（平成12年法律第82号。以下「児童虐待防止

法」という ）第２条に規定する児童虐待（以下単に「児童虐待」という ）。 。

を受けた児童である被害者であり、かつ、再び児童虐待を受けるおそれがある

もの又は監護等を受けることに支障が生じるおそれがあるもの

エ その他アからウまでに掲げるものに準ずるもの

。 、 「 」まで拡大された また これに伴い 住民基本台帳事務における支援措置申出書

の様式が別添２のとおり改正された。



（２）留意点

ア 前記（１）ウについて

「監護等を受けることに支障が生じるおそれがある」者とは、18歳未満であ

れば、児童福祉施設への入所者（児童福祉法（昭和22年法律第164号）に規定

する小規模住宅型児童養育事業を行う者又は里親に委託する場合を含む。以下

同じ ）のみならず、親類引き取りや単身生活の児童も該当し得るが、18歳以。

上20歳未満であれば、児童福祉施設への入所者に限られており、これらの者に

ついて、再虐待されるおそれはないが、その住所を探して金品をせびられるお

それがあるもの等を想定している。

イ 前記（１）エについて

「アからウまでに掲げるものに準ずるもの」とは、従前、住民基本台帳事務

処理要領に掲げる支援措置の対象者ではないが、個別の市町村の判断により、

住民基本台帳閲覧制限等が可能であったものを全て含むものであり、例えば、

交際相手から暴力を受けている者、前記(1)ウに該当していた児童であって、

18歳に達した後も引き続き支援を必要とする者（18歳に達するまでに児童虐待

が顕在化しなかった者を含む 、その他高齢者虐待、障害者虐待を受けてい。）

る者等が考えられる。

２ 被害者及び市町村からの照会への対応要領

（１）市町村との連絡体制等の申合せ

支援措置制度が円滑に進められるよう、予め市町村と、実施要領や連絡体制等

について申合せをしておくこと。

（２）被害者への制度等の教示と市町村への連絡及び照会への対応

支援措置の対象となると認められる事案を認知したときには、支援措置制度を

当該被害者に教示して、支援措置を要望するか否かの意思を確認するとともに、

当該被害者が支援措置を求める場合には、関係市町村に対し、その旨等を予め電

話連絡するなど、平成18年通達に準じて対応するものとする。

また、ストーカー事案及び配偶者暴力事案については、ストーカー規制法第７

条又は配偶者暴力防止法第８条の２に基づく援助として援助申出書の提出を求め

て閲覧制限に係る意見提出を行っているところであるが、これらの事案以外の事

案の被害者について、援助申出書と同様の文書の提出を求めることは要しない。

ア 被害者が警察署等に相談に訪れたが、その際には支援措置を希望せず、その

後、市町村に対し、支援措置を申し出た場合の対応

警察署等を訪れた被害者が、その時点では支援措置を希望していなかったも

のの、その後、市町村からの電話連絡や市町村から送付された支援措置申出書

の受理により、被害者による支援措置の申出を認知した際には、当初の状況が

大きく変化している可能性があることから、速やかに被害者に電話等で連絡を

取り、警察署等への再来署を促すとともに、相談事案等に係るその後の経過を

確認すること。

イ 被害者が警察署等に相談に訪れることなく、直接、市町村長に対し支援措置

申出書が提出され、これを受けた市町村から当該支援措置申出書が送付され、

警察としての意見を求められた場合の対応

市町村から意見を求められた時点以前に、警察として、当該被害者について

相談その他の対応を行った経緯がなく、当該事案を把握していなかった場合に



は、当該支援措置申出書の「警察等の意見」欄に記名・押印せず、いずれの項

目も選択せずに返送することとして差し支えない。

ウ 警察が対応した児童虐待事案に係る支援措置について市町村から意見を求め

られた場合等の対応

児童相談所は、児童虐待防止法第６条に基づく通告の受理機関であり、その

後の調査、支援に加え、当該児童と保護者の生活の分離や面会の制限に関する

権限を有することから、別添２のとおり、前記１（１）ウに係る支援措置につ

いての市町村長の意見聴取先は、児童相談所長が適当とされている。

したがって、市町村から警察が対応した児童虐待事案に関し、前記１（１）

ウに掲げる者に該当するか等について確認がなされた場合には、児童通告を行

った児童相談所を教示の上、当該児童相談所長へ確認を行うよう伝えること。

ただし、当該被害者からの相談の有無や保護した事実等、警察における取扱

状況について市町村長から回答を求められた場合には、回答することについて

被害者から直接同意を得た範囲内において、適切に回答すること。

３ その他の留意事項

今回、支援措置に係る申出者の範囲が拡大されたことから、住民基本台帳閲覧制

限等の申出の可否について警察が誤った教示をしないよう、市町村との間での教示

前の的確な連絡及び確認に十分留意するとともに、住民基本台帳の閲覧制限等が必

要と認める者がある場合には、市町村に対して、住民基本台帳の閲覧制限等を依頼

することとされたい。



別 紙

○ 住民基本台帳法（昭和四十二年七月二十五日法律第八十一号 （抜粋））

（個人又は法人の申出による住民基本台帳の一部の写しの閲覧）

第十一条の二 市町村長は、次に掲げる活動を行うために住民基本台帳の一部の写

しを閲覧することが必要である旨の申出があり、かつ、当該申出を相当と認める

ときは、当該申出を行う者（以下この条及び第五十一条において「申出者」とい

う ）が個人の場合にあつては当該申出者又はその指定する者に、当該申出者が法。

人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。以下この条及

び第十二条の三第四項において同じ ）の場合にあつては当該法人の役職員又。

は構成員（他の法人と共同して申出をする場合にあつては、当該他の法人の役

職員又は構成員を含む ）で当該法人が指定するものに、その活動に必要な限。

度において、住民基本台帳の一部の写しを閲覧させることができる。

一 統計調査、世論調査、学術研究その他の調査研究のうち、総務大臣が定める

基準に照らして公益性が高いと認められるものの実施

二 公共的団体が行う地域住民の福祉の向上に寄与する活動のうち、公益性が高

いと認められるものの実施

三 営利以外の目的で行う居住関係の確認のうち、訴訟の提起その他特別の事情

による居住関係の確認として市町村長が定めるものの実施

２～１２ 略

（本人等の請求による住民票の写し等の交付）

第十二条 住民基本台帳に記録されている者は、その者が記録されている住民基本

台帳を備える市町村の市町村長に対し、自己又は自己と同一の世帯に属する者

に係る住民票の写し（第六条第三項の規定により磁気ディスクをもつて住民票

を調製している市町村にあつては、当該住民票に記録されている事項を記載し

た書類。以下同じ ）又は住民票に記載をした事項に関する証明書（以下「住。

民票記載事項証明書」という ）の交付を請求することができる。。

２～５ 略

６ 市町村長は、第一項の規定による請求が不当な目的によることが明らかなとき

は、これを拒むことができる。

７ 略

（本人等以外の者の申出による住民票の写し等の交付）

第十二条の三 市町村長は、前二条の規定によるもののほか、当該市町村が備える

住民基本台帳について、次に掲げる者から、住民票の写しで基礎証明事項（第七

条第一号から第三号まで及び第六号から第八号までに掲げる事項をいう。以下

この項及び第七項において同じ ）のみが表示されたもの又は住民票記載事項。

証明書で基礎証明事項に関するものが必要である旨の申出があり、かつ、当該

申出を相当と認めるときは、当該申出をする者に当該住民票の写し又は住民票

記載事項証明書を交付することができる。

一 自己の権利を行使し、又は自己の義務を履行するために住民票の記載事項を

確認する必要がある者

二 国又は地方公共団体の機関に提出する必要がある者

三 前二号に掲げる者のほか、住民票の記載事項を利用する正当な理由がある

者

２～９ 略



（戸籍の附票の写しの交付）

第二十条 戸籍の附票に記録されている者又はその配偶者、直系尊属若しくは直

系卑属は、これらの者が記録されている戸籍の附票（第十六条第二項の規定に

より磁気ディスクをもつて戸籍の附票を調製している市町村にあつては、当該

戸籍の附票に記録されている事項を記載した書類。以下この条及び第四十七条

において同じ ）を備える市町村の市町村長に対し、これらの者に係る戸籍の。

附票の写しの交付を請求することができる。

２ 略

３ 市町村長は、前二項の規定によるもののほか、当該市町村が備える戸籍の附票

について、次に掲げる者から、戸籍の附票の写しが必要である旨の申出があり、

かつ、当該申出を相当と認めるときは、当該申出をする者に当該戸籍の附票の写

しを交付することができる。

一 自己の権利を行使し、又は自己の義務を履行するために戸籍の附票の記載事

項を確認する必要がある者

二 国又は地方公共団体の機関に提出する必要がある者

三 前二号に掲げる者のほか、戸籍の附票の記載事項を利用する正当な理由があ

る者

４ 市町村長は、前三項の規定によるもののほか、当該市町村が備える戸籍の附票

について、第十二条の三第三項に規定する特定事務受任者から、受任している事

件又は事務の依頼者が前項各号に掲げる者に該当することを理由として、戸籍の

、 、 、附票の写しが必要である旨の申出があり かつ 当該申出を相当と認めるときは

当該特定事務受任者に当該戸籍の附票の写しを交付することができる。

５ 第十二条第二項から第四項まで、第六項及び第七項の規定は第一項の請求につ

いて、第十二条の二第二項、第三項及び第五項の規定は第二項の請求について、

第十二条の三第四項から第六項まで及び第九項の規定は前二項の申出につい

て、それぞれ準用する。この場合において、これらの規定中「総務省令」とあ

るのは「総務省令・法務省令」と、第十二条第七項及び第十二条の二第五項中

「同項に規定する住民票の写し又は住民票記載事項証明書」とあり、並びに第

十二条の三第四項第四号及び第九項中「第一項に規定する住民票の写し又は住

民票記載事項証明書」とあるのは「第二十条第一項に規定する戸籍の附票の写

し」と読み替えるものとする。






















